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資料８





船橋市高齢者居住安定確保計画（案）





施策1　多様な住まいの確保


◎サービス付き高齢者向け住宅供給量算定


・市営住宅供給計画改定


◎家賃補助制度　検討


・サービス付き高齢者向け住宅補助制度　検討


◎親元近居住宅取得促進助成制度　検討





施策２　住まいの質の向上


・高齢者住宅整備資金貸付事業、高齢者住宅改造費助成事業の利用促進


・賃貸住宅バリアフリー化の促進　


・介護認定を受けていない人の住宅バリアフリー化促進　検討


・高齢化しているマンション管理組合の支援　


・分譲マンション共用部分バリアフリー化補助制度の創設　検討





施策３　居住の支援


◎情報提供体制構築、相談支援の充実　検討


・民間賃貸住宅入居支援事業の見直し　


・マイホーム借上制度の周知　


・高齢者住み替え支援制度　検討


◎空き家の有効活用　検討


◎居住支援協議会の設立　検討





その他


◎リバースモーゲージの情報提供


・ひとり暮らし高齢者等見守り活動支援事業　











施策（イメージ、第５章）





【基本理念】


「高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる住まいの実現」





～この基本理念を実現するため、住まいと地域包括ケアシステムの医療・介護・生活支援・予防を有機的に連携して最大限の効力発揮を目指す。また、本市の住宅部局と福祉部局の連携にとどまらず、市・関係機関・関係事業者などの連携により、実効性のある施策の展開を図る～





【基本的な視点】


①多様な住まい（住宅・施設の確保）


②住宅の質の向上


③居住の支援


④コミュニティの充実


⑤医療・介護・生活支援


⑥住環境の整備





【基本目標】


１．多様な住まいの確保


２．住まいの質の向上


３．居住の支援








基本理念と基本目標（第４章）





①高齢者施設


・要介護者の高齢者施設への申込状況は要介護者全体の2割弱、要介護４・５では４割以上となっています。特別養護老人ホームの待機者は、平成27年1月１日現在、864人です。


・高齢者の3割が施設入所時の負担可能金額は50,000円以下としています。また、費用がかかるから施設に申し込まないという高齢者が２割弱います。


②サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）


・サ高住は自己負担額が高く、数戸で生活保護受給者の受入れの検討を進めているものの、低所得者の入居は難しい状況です。


・サ高住は建設の制限を行っていないため、供給数の予測ができません。また、介護保険制度の施設ではないため、整備促進・誘導は難しい状況です。


③市営住宅


・平成24年6月～27年2月（8回）の市営住宅の平均倍率は、全体では6.7倍、高齢者枠は10.6倍となっています。


④住宅のバリアフリー等


・要介護認定の原因の約２割が骨折・転倒ですが、住宅の不便な点として高齢者の１割以上が住宅内の段差や急な階段を挙げており、必ずしも住宅内の安全性が確保できていません。


・エレベーターのない２階以上の居住、玄関から道路までの段差がそれぞれ2割前後となっており、身体状況によっては外出困難な住宅があります。


・８割以上の高齢者は可能な限り今の住まいで生活したいと考えていますが、実際には、要介護者の２割弱が施設を希望しています。希望する理由の一つとして、１割強の人が、住居が介護に適していないことを挙げています。


・経済的に苦しい世帯ほどバリアフリーが進んでいません。


・民間賃貸住宅の不便な点として、玄関から道路までの段差、車いすが使えない、住宅内の段差、浴室・トイレの使いにくさなどが挙げられています。


⑤分譲マンション


・分譲マンションの2割弱では、高齢者のみの世帯が３割以上を占めています。管理組合運営上の課題や不安として、３割台半ばが居住者の高齢化、管理組合における役員のなり手不足を挙げており、高齢化の進行による管理機能、自治機能の低下が懸念されています


・入居者が高齢化しているマンションは古い建物が多いことから、共用部分のバリアフリー化はあまり進んでおらず、段差の解消や手すりの設置、エレベーターの設置が４割台、廊下・通路等の拡幅が１割強にとどまっています。


⑥住み替え


・単独世帯では民間賃貸住宅居住者の割合が2割強と多く、民間賃貸住宅居住者のうち１割弱は保証人がなく、緊急連絡先もありません。


・高齢者施設、住宅は、市の所管が高齢者福祉課、住宅政策課と局をまたがっており、情報が分散しています。また、市民が相談に訪れても、制度説明や一覧の提示にとどまり、個々の施設・住宅の状況や空き状況はわかりません。


・持ち家に居住する高齢者は、賃貸住宅居住者と比べると経済的にゆとりがある傾向ですが、住宅政策課の相談事例から、家賃を払うと生活できなくなる人がいます。


⑦空き家


・将来、持ち家の数％から多く見積もって２割程度が空き家になる可能性があります。












































船橋市の高齢者の現状（第２章）








現状に対する課題・問題点（第３章）





１．住まい・施設の種類と量


　高齢期になると、世帯状況、身体状況や経済状況等の変化により、住まいに対するニーズが多様化するため、そのニーズに対応できる住まいの確保が課題です。


また、高齢者施設、低所得高齢者が入居できる高齢者向け住宅が不足しています。





２．住まいの質


住宅のバリアフリー性能、断熱性能が低いと、転倒・骨折やヒートショックによる心筋梗塞、脳梗塞の危険性が高まり、要介護状態になりやすくなるため、介護予防の観点から、住まいの質向上が課題です。


また、バリアフリー性能が低いと閉じこもりになったり、要介護状態になったときに自宅に住み続けられなくなって施設入所希望が増えることからも、バリアフリー性能を高めることは必要です。


しかし、住宅の状況、費用の面等から、住まいの質の向上は難しい状況です。





３．住み替え


緊急連絡先のない高齢者の場合、賃貸人が、賃借人の急病など緊急時対応、住宅内死亡時の対応、死亡後の残置物の処理等を行うことを嫌がることから、住み替えが困難です。


持ち家からの住み替えや居住者の死亡等により、従前の住宅が空き家になる可能性があります。他方、持ち家の住宅性能が低いなどの理由により住み替えをしたくても、費用面等から住み替えが困難な人がいます。


また、住み替えに関する情報提供、相談体制が十分とは言えません。











２．良質な住宅ストックの形成 





３．良好な居住環境の形成





◎は第１回策定委員会での指摘事項


下線は優先して検討する新規事業





６．地域特性に応じた施策の展開
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